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日本共産党川口市議団は、市民の「いのちとくらし」を守るため、
国会議員団、埼玉県議団などに予算要望を提出しました。

今後も現場の声が生かされる政治を目指して奮闘してまいります。

【新型コロナ問題で国への要望】
１．無症状者への検査、 変異株の全数検査などを行うためにも、 国の方針を示し、 財政的補償
　  を行うこと。
２．ワクチンにかかわる正確でわかりやすい情報を伝え、 接種を希望者全員に、 安全に、 迅速
　  に、確実にゆきわたらせるようにすること。 ワクチンの安定供給と接種体制の整備のため医
　  療従事者や地方自治体への支援を拡充すること。
３．緊急事態宣言やまん延防止等重点措置を含め危機に陥っている中小企業、 芸術 ・ 文化関
　 係のみなさんが事業を続けられるよう自治体が行う対策へ更なる財政措置をすること。
４．親の収入減やアルバイトの収入減などによって、学費が払えない学生に対する支援を行うこと。
５．コロナ禍のもと、 地域住民のいのちとくらしを守る医療機関の役割が果たせるよう地域医
　  療計画による再編・統合・縮小ではなく、 地域医療の整備拡充を図るよう見直しを行うこと。
６．医師・看護師など医療従事者の離職防止・ 確保と定着が可能となるよう必要な対策や支援
　  を行うこと。 加えて福祉従事者に対しても同様の対策や支援を行うこと。
７．介護 ・ 障害福祉事業所の実態把握と共に減収に伴う適切な措置を行うこと。
８．医療機関への更なる財政支援で医療体制の存続を維持すること。
９．感染症対策及び手厚く柔軟な教育のために学校の教職員やスタッフを大幅に増やすこと。
　  スクールサポートスタッフに対する国の補助金は昨年同様に実施すること。 20人程度の少
  　人数学級に移行すること。 なお、 中学校について早期に35人学級の実施を進めること。

【新型コロナ問題で県への要望】
１．障害福祉事務所と在宅障害者 ・ 家族に対するＰＣＲ検査を徹底し、 自宅での経過観察で
　  はなく、入院できる体制確保をすること。
２．まん延防止等重点措置区域に対する埼玉県感染防止対策協力金について当事者の声を
　  聞いて実態に即した運用で緊急の支援を行うこと。

【新型コロナ問題以外で国への要望】
１．障害者自立支援給付等負担金・重度訪問介護等利用促進に係る市町村支援事業補助金の
　  人口要件を撤廃し、 国庫負担基準額を補助することを国に求めること。
２．川口市域内の荒川の護岸整備及び安全対策を早急に行うよう国に対し求めること。
３．市内に在留中で難民申請中の仮放免の方の医療の提供について、 健康保険への加入や医
　  療費の自己負担軽減を行うこと。
４．公務員賃金に関する地域手当について近隣自治体で格差があり、 特に川口市は低い状況
　  にある。 地域手当は広域で指定すべき。
５．公立夜間中学について就学援助制度の対象を「学齢児童生徒の保護者」という規定を改め
　  て 「学齢超過者」 にも適応できるようにすること
６．学校教育の充実のため、 少人数学級 （20人程度）の実施や教職員、 スタッフの増員を行う
  　こと。 なお、 中学校について早急に35人学級の実施をすすめること。
７．災害対策における河川の浚渫等、 治水事業に対する補助金の継続を行うこと。
８．上下水道事業において、更新費用の増加が水道料金に転嫁されていることから市民生活に
　  影響を及ぼさないよう国庫補助金の増額を行うこと。

【新型コロナ問題以外で県への要望】
１．芝川（旧芝川）・ 竪川・緑川・綾瀬川のヘドロ対策・水質浄化などで、 緑化・親水事業の促進
  　を図ること。
２．川口市が管理する江川 ・ 前野宿川・辰井川は貯水池を設置し、 水害・治水対策を進めてき
  　たところであるが、 埼玉県が管理する毛長川に合流することから市と連携をはかり、 県とし
  　てさらに河川改修を強化し、 川口地域の水害対策に取り組むこと。
３．外郭環状線側道 （川口市安行吉蔵～小谷場） の緑地帯に粗大ごみが廃棄されている現状
  　がある。 定期的にごみ撤去など整備を進めること。
４．住民の意向を生かした生活道路の整備をはかること
  （１）市道仁志町領家町線の西川口地区の信号設置など安全対策を進めること
  （２）県道越谷川口線の赤山周辺地域（SR新井宿駅～首都高速川口線下赤山交差点まで）の
         歩道拡幅を進めること
  （３）県道越谷川口線の桜町小学校前歩道が高低差が激しいので改善をすること
  （４）県道さいたま鳩ヶ谷線、 石神１１９４以降戸塚地域方面にかけて近隣小学校への通学
         路であるが、 歩道の確保等道路整備をすすめ安全確保をはかること
  （５）安行地域の県道金明町鳩ヶ谷線の歩道の確保及び整備に努めること
  （６）蕨陸橋下・ 芝新町に設置してある通路は人と自転車が通り抜けできるが歩行者にとって
         危険なため安全対策を早急におこなうこと
  （７）国道１２２号を含む本町ロータリーの改修工事について住民への説明と合意に努める
         とともに交通安全対策を進めること

現場の声が生かされる行政施策でいのち・くらしをまもろう

2022年度の国と県への予算要望
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７月の無料法律相談
◎日時／７月 13日（火）18 時 30 分～

◎会場／日本共産党埼玉南部地区委員会事務所２階

主催：日本共産党川口市議会議員団
事務所住所：川口市前川２-28-10　電話 048-267-8411

事前にご予約の上お越し下さい。（筆記用具やメモ紙などご用意ください）
相談ご希望の方は日本共産党市議会議員、または下記事務所までご連絡下さい。
なお、新型コロナウイルス感染症への対応のため、申し込みの際は必ず連絡先の
電話番号をお知らせいただき、来所の際はマスクの着用をお願いします。

川口市議会の各常任委員会の
新しい配置が決まりました

　川口市議会委員会条例で４つの常任委員の任期は２年となっていて、 議会運営委
員会についてもその規定を準用することとしています。

● 総務常任委員会／松本幸恵市議（総務常任委員会副委員長）
　→所管：市長室、 企画財政部、 総務部、 危機管理部、 理財部、 市民生活部、会計課、
　　選挙管理委員会、 監査委員、 公平委員会及び固定資産評価審査委員会の所管に
       関する事項、並びに他の常任委員会の所管に属しない事項

● 福祉保健常任委員会／金子幸弘市議、 板橋博美市議
　→福祉部、 子ども部、 保健部及び医療センターの所管に関する事項

● 環境経済文教常任委員会／井上薫市議
　→環境部、 経済部 、農業委員会及び教育委員会の所管に関する事項

● 建設消防常任委員会／矢野由紀子市議
　→建設部、 都市計画部、 都市整備部、 上下水道局及び消防局の所管に関する事項

● 議会運営委員会／松本幸恵市議
　→議会運営を円滑に行うため、 意見調整や議事の取扱いなどの協議を行います

５．芝川沿いのサイクリングロードについて
  （１）転落防止のためにも植栽がとぎれないよう点検 ・ 整備すること
  （２）ベンチの設置をはかること
６．川口市は中小企業集積地であるが、 景気回復が見込めず厳しい経営状況が続いているこ
　  とから 「埼玉県中小企業振興条例」 の具現化はもとより、 川口市の要望を踏まえて特別な
  　支援を検討すること
７．教員の産休や病休に伴う代替職員の早期対応で、 児童生徒や学校への負担をなくすこと
８．県立川口特別支援学校の過密化解消に向け教育環境の整備改善と川口市内に特別支援
　  学校の新増設を急ぐこと。 あわせて通学の負担軽減に向けて川口市内に肢体不自由児に
　  対応できる特別支援学校を設置すること。 スクールバス内で医療行為ができるよう看護師
  　の配置を行うこと。
９．公立夜間中学について
  （１）生徒の個別の事情に柔軟に対応できる教育となるよう予算を確保し教員を増やすこと。
  （２）各市町村との調整に県が責任を果たすこと。 自主夜間中学や先進自治体など長年の経
         験を活かすために市民の自主的な活動団体との意見交換 ・ 連携が十分にとれるよう県
         が積極的に役割を果たすこと。 夜間中学の周知や希望する全ての人々への広報など県
         として支援すること。
10．新入職員の研修が一年遅れとなっていることから、 消防初任教育研修を必要な職員が受
　   けられるよう県消防学校として改善すること。
11．補聴器購入費助成を実施し、 聞こえのバリアフリーをすすめること。
12．中核市に関わって
  （１）中核市の事業に関わって 「安心 ・ 元気！ 保育サービス支援事業費補助交付金」「放課後
         児童健全育成事業費補助」の加配分の補助要綱を見直し、中核市も対象にすること。
  （２）県からの職員派遣については川口市の現状に合わせ支援すること。 職員研修について
         も相互の職員交流の場などを持つこと。
13．川口市視力障害者福祉協会からの要望の音声信号設置を進めること。
14．地域支援生活事業費等補助金及び障害者総合支援事業費補助金は補助率どおり交付す
　   ること。
15．川口市は東京都やさいたま市に比べて地域区分の等級が低く、 近隣自治体間の保育士賃
   　金不均衡を解消するための人件費に係る県補助制度の新設をすること。
16．外国人未払い医療費対策事業の補助対象を外来診療にも広げること。 医療機関による未
　   収金回収への支援とあわせ、 補助金の算定基準を見直し、 拡充すること。
17．仮称川口北警察署建設 （2024年度～） に向けて近隣住民に対し、 住民説明はもとより、
   　騒音対策、 交通安全対策等を行うこと。
18．（仮称） 屋内５０ｍ水泳場およびスポーツ科学拠点施設整備計画の川口市神根運動場内
   　の屋内５０ｍ水泳場整備にあたっては住民に対する十分な説明を行うこと。
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